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ずに、すべての人種区分を禁止するのは妥当ではないとした（Ⅱ）。だが、
カラーブラインドな立憲主義は、普遍主義的なイデオロギーに傾倒していた
ある世代のリベラル派を特に惹きつけていたとされ、彼らは、人種は法的及
び道徳的に無関係であり、進歩的な人種政策は人種区分を乗り越えるべきと
いう考えを前提としていた 228。

1940 年代から 1960 年代の市民権をめぐる議論は、人種的従属はカラーブ
ラインドな法の適用により克服できると考えられ 229、反区分の原則の明示し、

「我々の憲法はカラーブラインドである」というハーラン裁判官による判旨
を称賛していた 230。この時代において、白人が持つ機会から黒人を排除す
る法律への反対の背景として、リベラル派の間では、カラーブラインドな法
が人種的従属を終わらせると考えられていた 231。

NAACP は、大学の人種分離の事例に関して、反区分の主張を展開してき
た 232。Sipuel 判決 233 では、NAACP は人種区分は「我々の社会において道
徳的に法的正当性はな」く、「公教育の人種分離は、人種と肌に色に基づく
カースト制の維持と強制を助長する」と主張した 234。

Sweatt 判決 235 では、NAACP は人種区分は黒人への敵意を法に組み入れ
ており 236、人種区分に基づく政府の行為はそれ自体として違憲であり 237、
人種区分への厳格審査の適用を支持すると主張した 238。NAACP は、合衆国
最高裁が反区分の主張を認めない場合に備えて、分離すれども平等が達成さ
れていないとも主張した 239。

Brown 判決では 240、NAACP は、人種区分は疑わしく憲法上許されない
とする反区分の議論を前面に出し、反従属の主張（人種分離によって黒人の
生徒に心理的害悪を生じさせる）は二次的で、裁判官によって反区分の主張
が反論されたときには、反従属の主張を展開する用意をしていたと分析され
る 241。

NAACP の法律家たちは、反区分（カラーブラインド）の原則が人種統合
を実質的に生じさせると考えていた 242。Brown 判決に係わった NAACP 以
外の法律家は反区分の議論を示したが、黒人の差別の歴史を踏まえた反従属
の視点を織り交ぜた主張を展開した 243。

カラーブラインドは異人種婚禁止の法律を無効にするために展開された議
論でもあり、Brown 判決時、異人種婚禁止の法律をめぐり非常に激しい論
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争が展開され、異人種婚禁止法の違憲判断に、保守派からの激しい反対が予
想された（Ⅳ２）。故に、Brown 判決時には、カラーブラインドの容認が大
きな争いを招き、合衆国市民の司法への信頼を損なう懸念から、合衆国最高
裁は反従属の視点を示して、一切の人種区分が禁止されるという解釈をとら
なかった（Ⅳ１，4）。公立の初等学校の人種分離以外にも、争いの激しい問
題（異人種婚禁止法）へ波及するため 244、Brown 判決時、カラーブライン
ドは野心的な見解だと広く認識された 245。

1964 年の市民権に関する法律は、あらゆる市民が雇用、公的な宿泊施設、
教育、公の機関への同等の公正なアクセスを持つことを保障した 246。この
文脈で、カラーブラインドは人種に基づいて過度に黒人を排除する手続きを
対象とし 247、人種的従属を是正するために 248、人種を意識する 249。この歴
史は、カラーブラインドな法律は人種的従属を根絶するための 1 つの手段と
して使用されたことを証明する 250。

AA を肯定する学説からは、AA の反対者はカラーブラインドな法の要求
に関する歴史的文脈を無視し、カラーブラインドがもたらすマイノリティへ
の不利な影響を考慮せず、カラーブラインドの原則を支持していると批判さ
れる 251。この見解によれば、Brown 判決とそれに派生する判決は、あらゆ
る人種区分が違憲であるとの抽象的原則を支持せず、人種的従属をかすいず
れの区分を合衆国憲法が禁止するという提案を支持する 252。あらゆる人種
区分を禁止するとのカラーブラインドの理解は、1970 年代後半から 1990 年
代にかけて合衆国最高裁で確立し、AA への批判の中で展開された 253。

2　カラーブラインドの解釈をめぐる争い
カラーブラインドは人種区分を憲法上疑わしいとみなし、違憲性を推定す

るため、初等中等教育での人種分離や異人種婚禁止法など、廃止への抵抗が
根強い人種分離制度を違憲にする可能性があった。それらの人種分離制度の
廃止は社会に大きな争いを生じさせるため、カラーブラインドは非常にラデ
ィカルで、市民権運動を促進する者たちも、それを主張したときに受ける激
しい批判を考え、それを前面に出した人種分離撤廃の訴えを躊躇した。だが、
人種分離撤廃を容認する方向へと社会が変化するのを察知して、リベラルな
組織は人種差別撤廃のためにカラーブラインドを使用し始めた 254。1940 年
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代から 50 年代にかけて、合衆国最高裁は一定の人種分離に違憲判断を次々
と下したが、カラーブラインドが社会に大きな争いを生じさせ、合衆国市民
の司法への信頼や自らの権威の失墜を懸念した 255。合衆国最高裁がカラー
ブラインドの確立をためらった背景には、廃止によって大きな問題を生じさ
せるため、合衆国最高裁が審理を避けてきた人種区分（異人種婚禁止法な
ど）を無効にするおそれがあった 256。だが、最大の懸念事項であった異人
種婚禁止法の廃止につき、社会が受容すると合衆国最高裁が 1960 年代に判
断したときに、判例でカラーブラインドの原則が確立した（Ⅴ８）。カラー
ブラインドは否定できない道徳的義務となり、1970 年代初頭からは、主流
にある政治家がカラーブラインドを公に批判しなくなった 257。

カラーブラインドはマイノリティを不利な状況に置く人種分離制度の廃止
に大きな役割を果たし、カラーブラインドを批判して、そのような人種分離
制度の維持や復活を主張できなくなった。だが、人種分離制度の廃止だけで
はマイノリティの地位向上には十分ではなく、リベラル派からは AA の必
要性が主張された。人種の重要性が大きく低下した社会が理想とされるが、
AA には人種の意識が存在し、これに反する側面があり 258、AA とカラーブ
ラインドには重大な緊張関係がある 259。

AA の反対者は、AA の合憲性をめぐる激しい論争の中で、AA に反対す
るために、Plessy 判決ハーラン裁判官反対意見の「我々の憲法はカラーブ
ラインドである」という一節を用い始めた 260。AA の反対者は、その一節を
重視し、それが AA を終わらせる彼らの取組を権威づけできるとした 261。
他方、AA の支持者はカラーブラインドの達成に AA が必要だと主張し 262、
その意味をめぐり争いが続いた 263。

３　AA の合憲性をめぐる争いの中でのカラーブラインドの使用
AA の合憲性が争われた文脈でハーラン裁判官反対意見が最初に引用され

たのは、同反対意見がカラーブラインド（人種区分全般を否定していた）に
依拠したとする当事者の主張を、ブレナン裁判官が明確に否定した箇所であ
る 264。ブレナン裁判官が記すところでは、「『我々の憲法はカラーブライン
ドである』という短い一節は…平等保護条項の適切な意味として本法廷によ
り採用され」ず、「我々は、多くの機会でこの提案を明確に否定した」と示



カラーブラインドの意味とAffirmative Action（2・完）（茂木 洋平）

95

す 265。Bakke 判決で、合衆国最高裁の AA の支持派は、自身の立場の強力
な表明としてこのフレーズを理解する否定派に反論し、この一節の解釈をめ
ぐる争いが平等保護の議論で主たる位置づけを占め始めた 266。

Fullilove 判決 267 で、ステュワート裁判官反対意見は、連邦の公共事業計
画における AA の合憲性を認める相対多数意見に対して、ハーラン裁判官
反対意見を援用し、AA の合憲判断はカラーブラインドに反すると示す 268。
ステュワート裁判官が論じるところでは、人種区分は「推定的に無効」であ
り 269、「悪意ある差別」の禁止が修正第 14 条の下で基本的に保護されると
示す 270。

スカリア裁判官は、カラーブラインドの例外（人種使用が許容される場
合）として、刑務所での人種暴動など差し迫った危険がある場合など、非常
に例外的な場合に限って人種考慮が許されると考える 271。これが、カラー
ブラインドの原則を支持するために、このフレーズが援用されてきた典型的
な方法である 272。

カラーブラインドは反区分の主張と結びつき、AA に強力に反対し、特に
トマス裁判官がこの立場をとる 273。トマス裁判官は「カラーブラインド」を
用いて、初等中等教育機関での人種統合のための人種を意識する生徒の割当
策を否定する 274。

４　Affirmative Action 否定派によるカラーブラインドの利用
Brown 判決時、カラーブラインドの原則は人種区分全般を禁止する考え

方で、廃止の抵抗が激しい人種分離の制度（異人種婚禁止など）をも違憲に
する可能性があり、リベラル派にとって非常に野心的な見解であったと指摘
される 275。カラーブラインドの原則の確立は非常に強い政治的抵抗が懸念
されるため、リベラル派の裁判官は、Brown 判決以降に人種分離制度を違
憲と判断する際に、一切の人種区分が禁止されるのではなく、害悪を及ぼす
人種区分が禁止されるべきとの考え方を示してきた 276。異人種婚禁止の違
憲判断をする際に、リベラル派の裁判官は反区分の考え方を示したが、それ
は反区分がマイノリティの不利な状況を是正するという考えに基づいていた

（Ⅴ８）。
AA の合憲性が問題とされた 1970 年代にはカラーブラインドが合衆国の
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理想であるという考えが浸透し、Brown 判決などの一連の人種分制度違憲
判断を政治的に批判するのは難しくなっていた 277。かつて、カラーブライ
ンドは人種分離制度廃止を促進するラディカルな見解であったが、AA を違
憲にする考えでもある。カラーブラインドが合衆国の理想だとされる状況を
逆手にとり、AA の否定派は AA の批判にカラーブラインドを援用し、その
歴史的基礎を Pleesy 判決ハーラン裁判官反対意見や Brown 判決に求めた 278。

５　Plessy 判決ハーラン裁判官反対意見
カラーブラインドの理論が合衆国最高裁に初めて登場したのは Plessy 判

決 279 である。この判決では、鉄道の客車での白人と有色人種の分離を規定
するルイジアナ州法の合憲性が問題となった。ブラウン裁判官法廷意見は、
人種分離をしても、双方の施設が同等であれば違憲ではないとする「分離す
れども平等」の理論に基づき、合憲判断を下した。これに対し、ハーラン裁
判官反対意見は以下のように判示し、鉄道の客車での人種分離は違憲だとす
る。「この国では、白人は自らを支配的な人種だと考えている…。しかし、
憲法の観点から、また法の観点から、この国の市民の中に、優越的であり、
支配的であり、有力なクラスなどいない。我々の憲法はカラーブラインドで
あり、市民間でのクラスを知らず、また許さない。」280

AA 否定派の裁判官は、AA を違憲と判断するためにハーラン裁判官反対
意見の「我々の憲法はカラーブラインド」であると述べる一節を参照する
281。だが、同反対意見はその参照部分を述べる前に「この国にはカーストは
ない」と述べる 282。AA の反対派によるハーラン裁判官反対委意見の参照は、

「カースト」という言葉を除外し、「カラーブラインド」の憲法を論じる部分
だけを引用する傾向がある 283。

ブラウン裁判官法廷意見は、次の理由から、カラーブラインドの理論を否
定し、人種使用を認める。「我々は、原告の議論が誤っていると考える。［と
いうのも、その議論は］2 つの人種の強制的な分離が有色人種に劣等性の烙
印を押し付ける、との想定から成立しているからである。」284 法廷意見は、
問題とされた人種分離が平等保護条項を侵害する害悪をもたらさないと考え
る 285。

他方、ハーラン裁判官反対意見は、問題とされた人種分離が黒人を劣等視
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し、平等保護条項を侵害する旨を示した 286。だが、同反対意見は人種区分
の使用自体を違憲だと考えず、問題とされた人種分離が白人の優越性を維持
するため、それが修正第 14 条の平等保護条項を侵害し 287、黒人を劣位な立
場に置くことを問題とした 288。法廷意見と反対意見の違いは、問題とされ
た人種分離が平等保護条項を侵害する害悪をもたらすか否かにある。同反対
意見はマイノリティの従属を排除する 1 つの道具として、カラーブラインド
を用いた 289。合衆国最高裁では、当初、同反対意見への参照はあらゆる人
種区分の禁止とは結びついていなかったとされる 290。

６　Brown 判決
Brown 判決における公立の初等中等学校での人種分離の終了を受けて、

指導的な保守の論者（ロバート・ボーク）と指導的なリベラルの論者（ロー
レンス・トライブ）は、平等保護条項の起草者は人種分離の終了を意図して
いなかったと結論づけたが 291、当該判決は人種分離の終了の基礎を与えた
292。

Brown 判決は、人種分離が黒人生徒に劣等性の感情を生じさせることを
懸念し、公立の初等中等学校での人種分離を違憲だと判断し 293、人種区分
全般の禁止ではなく、マイノリティを従属的立場に置かないことに焦点をあ
てた 294。Brown 判決はあらゆる人種を意識する政府の行為全般を禁止する
広範な原則に基づかず 295、公立の初等中等学校での人種分離が黒人の子ど
もから教育の機会を奪い 296、不利な状況に置くことを懸念して、違憲判断
を下した 297。

実際に、Casey 判決で、合衆国最高裁は、Brown 判決は、人種分離が「黒
人を劣等視する」という事実に基づいて下されたという見解を再び表明した
298。Casey 判決は、人種分離に害悪が伴うと認識したことから、Brown 判
決によって Plessy 判決（「分離すれども平等」の理論）の覆しがなされたと
認識している 299。

７　ロバーツ首席裁判官による Brown 判決の理解
Parents Involved 判決ロバーツ首席裁判官の法廷意見の部分は、初等中等

学校の人種統合策を違憲とする結論を支持する根拠として、Brown 判決に
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言及する。同法廷意見は、Brown 判決における NAACP の法律家の一連の
法廷助言書と口頭陳述を参照し、それらがカラーブラインドを主張し、学校
の人種分離解消の判断の真の意味を示すと指摘した 300。トマス裁判官同意
意見も、反区分の見解に基づく違憲判断を支持するために、Brown 判決時
の NAACP の法律家の助言書と口頭陳述を参照した 301。

実際に、カラーブラインドの原則は人種別学に反対するたたかいで
NAACP の提携者の多くの取組を促進し、第 2 次大戦後の合衆国で強い力を
持ち、Brown 判決時での白人の優越性に対する法的及び道徳的な異議申立
に不可欠の要素であった 302。

NAACP の法務チームの生存者は、ロバーツ首席裁判官による Brown 判
決の理解を激しく批判した 303。Brown 判決時、人種分離解消を支持する法
律家たちは、それの達成にカラーブラインドが有効な手段だと考えたが、そ
れを前面に出した主張は大きな批判を招くことから、反区分と反従属の間を
揺れ動いており、カラーブラインドが人種別学解消を基礎づける唯一の根拠
にはできない 304。スティーブンス裁判官反対意見は、Brown 判決は人種区
分の禁止ではなく、従属の解消に関心があり、ロバーツ首席裁判官は合衆国
最高裁の最も重要な歴史を歪めたと批判する 305。

Brown 判決時、合衆国最高裁の裁判官の中にはカラーブラインドが人種
分離是正を強力に促進することから、その支持者もいたが、多数の裁判官は
カラーブラインドの主張を前面に出すことへの批判を懸念して、反区分の考
えをとらなかった（Ⅳ１,2,5）。修正第 14 条は人種区分による基本的権利の
侵害を禁止するが、当該修正条項の起草者の意思には公教育は基本的権利に
含まれていなかった。Brown 判決で法廷意見を執筆したウォーレン裁判官
は公教育が基本的権利だとは示さないが、その重要性を強調し 306、人種別
学制が黒人の子どもに基本的権利の侵害と同レベルの弊害をもたらすと考え
た（Ⅳ４）。公立の初等中等学校の人種別学の合憲性が問題とされた他の事
例で、ウォーレン裁判官は反区分の考えを明示するが 307、Brown 判決の違
憲判断の理由付けから分かるように、ウォーレン裁判官は Brown 判決では、
人種分離の包括的な禁止（反区分）を支持しない 308。Brown 判決は議論の
行方次第では人種別学を維持する判断も予想されていたのであり 309、ウォ
ーレン裁判官が人種分離一般を批判せずに人種別学の害悪を強調したのは、
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カラーブラインドの原則を受け入れない裁判官を意識してのことである 310。
ロバーツ首席裁判官は、カラーブラインドが Brown 判決により浸透した

と理解したが 311、Brown 判決時の合衆国最高裁は、人種分離自体を憲法上
禁止することへの批判を懸念し、カラーブラインドの原則を確立しなかった。
Brown 判決は公立の初等中等学校の人種別学制の違憲性を示した判断であ
り、その影響が及んだ範囲は大きいが（Ⅳ３）、人種区分全般を違憲だと主
張する歴史的基礎は Brown 判決に求められない 312。1960 年代に合衆国最高
裁が異人種婚禁止の廃止が社会に容認されると判断したときに、はじめてそ
の原則は確立したが、合衆国最高裁は異人種婚の禁止がマイノリティを従属
的な立場に貶めるとの考えに基づいて違憲判断を下した（Ⅴ８）。

８　異人種婚禁止
Brown 判決によって公立の初等中等学校の人種分離が違憲だと判断され

た後、リベラル派が廃止を目指す最大の標的の 1 つは異人種婚禁止であった。
異人種婚禁止法の合憲性が問題とされた Loving 判決において、合衆国最高
裁は反区分の立場を示して違憲判断を下した。しかし、Loving 判決は、異
人種婚禁止法の維持が白人の優越性を保つ不快な人種差別であり、修正第
14 条を侵害する旨を示している 313。

Loving 判決は、異人種婚禁止法が「人種的ヒエラルキーの制度を強制」
し、憲法が新たに宣言した人種区分の推定的な禁止を侵害することから、違
憲判断を下したと分析されている 314。Loving 判決では、修正第 14 条の中核
的な目的について、州による悪意ある人種差別の根絶として描がれたと評価
されている 315。Loving 判決でウォーレンコートはカラーブラインドの考え
方を示すに至ったが、人種分離解消への反対に慎重になっており 316、人種
区分全般が禁止されるという見解を示しておらず、こうした考えが修正第
14 条の中核的価値として示されるようになったのは、バーガーコートとレ
ンキストコートになってからだと指摘される 317。

1940 年代から 60 年代にかけて、リベラル派がカラーブラインドの原則を
主張してきたのは、カラーブラインドな法の適用によって人種的従属は乗り
越えられると考えてきたからであり、AA に反対するために、カラーブライ
ンドな法の適用によって各グループに如何なる影響がもたらされたとしても、
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AA の否定派がカラーブラインドを敬譲することは、歴史的文脈を無視して
いると主張される 318。

９　修正第 14 条の原意とカラーブラインド　
AA 否定派のスカリア裁判官とトマス裁判官は、憲法はカラーブラインド

であるという立場から、AA に反対するために（差し迫ったレベルでの身体
の危険など非常に例外的な場合を除いて）一切の人種区分を許さないとの立
場をとるが 319、この見解は学説による批判の対象になった 320。

スカリア裁判官 321 とトマス裁判官 322 は原意主義の強力な支持者だと評さ
れ、様々な問題で原意主義の立場をとるが 323、修正第 14 条の原意はあらゆ
る人種区分の禁止ではないと指摘され 324、修正第 14 条の中核は人種差別の
禁止にある 325。

Brown 判決の審理中に、フランクファータ裁判官のロークラークである
アレクサンダー・ビケルに対し、修正第 14 条の採択をめぐる合衆国議会の
議論の徹底的な調査が割り当てられ、その調査において 326、起草者がカラ
ーブラインドを含意する証拠はないとされた 327。これを受け、フランクフ
ァータ裁判官は「（修正第 14 条の）歴史のすべてを読むと…それは人種分離
の廃止を意図していない」とし、ジャクソン裁判官は人種分離が「違憲だと
述べる…[ 箇所は ] 修正第 14 条の歴史にはない」と考察した 328。

修正第 14 条の起草当時、合衆国議会が黒人の不利な状況を是正するため
に人種区分を用いていることから 329、起草者の原意はカラーブラインドを
包含せず 330、修正第 14 条はカラーブラインドを要求しないため 331、カラー
ブラインドの平等保護の法理は、スカリア裁判官とトマス裁判官のような原
意主義者には本来はとられない 332。実際に、スカリア裁判官とトマス裁判
官は、人種区分がそれ自体として違法だとする自身の見解を擁護するために、
修正第 14 条の文言を参照しない 333。スカリア裁判官は、合衆国最高裁の判
決と同時代の歴史の教訓は、人種差別が違法、不道徳、違憲、民主的社会の
破壊であり、それを終わらせるように自身を導くと認識する 334。トマス裁
判官は、規定や原意ではなく、平等の一般原則への言及によって、反区分の
要求を確立するものとして修正第 14 条の彼の解釈を擁護した 335。

このことから、スカリア裁判官とトマス裁判官のカラーブラインドの法理
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は、修正第 14 条の形成にはほとんど注意を払っておらず 336、原意から導か
れていない 337。AA の否定派は、人種区分がマイノリティに不利な影響を及
ぼすと懸念し、カラーブラインドの施策が人種的カーストのない社会を達成
する手段になると認識する 338。これに対し、否定派は、カラーブラインド
の概念（法的な議論と政府の議論からの人種の除去）と、反差別原則（人種
に基づく剥奪の終了）を混同していると批判される 339。AA の否定派と肯定
派の争いは、カラーブラインドが差別の是正に有用であるか否かの認識の違
いから生じている。

10　修正第 14 条採択時の歴史
修正第 14 条の採択時、修正第 14 条が人種区分を禁止しなかった証拠とし

て、合衆国議会は人種を意識する多くの法律を採択したことが挙げられてい
る 340。合衆国議会はマイノリティを保護するためにカラーブラインドな法
律を成立させたのと同時に、契約と財産の権利について「白人の市民により
享受されている」ものと「同じ権利」を黒人に与える旨を規定する法律がつ
くられた 341。修正第 14 条の採択時に、マイノリティへの差別を是正するた
めに、人種を意識する法律が合衆国議会により採択された 342。合衆国議会
は「貧困な有色人種の女性と子供」への支援に関する法律 343、コロンビア
特別区の「有色人種」を支援する福祉に関する法律 344、合衆国軍の「有色
人種」の軍人と船員に特別手当を与える法律を採択した 345。また、開放黒
人局（the Freedman’s Bureau）の下で、合衆国議会は、黒人に食糧、衣服
等の必要な物資を配分した 346。

修正第 14 条の原意は、歴史的に不利な状況にあるマイノリティの従属の
強化の禁止にあり 347、あらゆる人種区分を禁止しなかった 348。修正第 13 条
は奴隷制を終わらせ、修正第 15 条はあらゆる人種に投票権を保障しており、
それらの修正による人種差別の防止を守るために、修正第 14 条の当初の関
心が人種的平等の付与にあったことは歴史的文脈に一致し 349、修正第 14 条
は社会的及び経済的な人種の特権の終了を目指していた 350。この歴史を踏
まえると、修正第 14 条はマイノリティを不利な状況に置く人種区分の使用
を禁止し 351、AA を禁止する意図はなかった 352。AA とマイノリティを不利
な状況に置く施策の同一視は、修正第 14 条の意図と歴史と矛盾するとされ
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る 353。

11　Affirmative Action 否定派の原意の理解
修正第 14 条はマイノリティの平等達成を意図するが、人種を意識しない

ことがその意図を達成するかは状況次第である 354。スカリア裁判官とトマ
ス裁判官は AA によるスティグマの発生が平等達成を阻害し、例外的な場
合を除いて人種区分を許さないことが平等達成に寄与すると考える 355。即ち、
AA の否定派は、人種区分は個人の価値を減じ、最終的にはスティグマを強
めるため、平等保護条項が懸念する害悪は人種区分それ自体に向けられてい
るとし 356、人種区分が人種差別を意味すると考える 357。AA が禁止されると
する彼らの見解は修正第 14 条の原意に反すると批判されるが 358、AA が常
に平等達成を阻害すると評するのであれば、彼らの見解は原意に従っている
とも言える 359。

トマス裁判官は強力な原意主義者だと評されるが 360、彼が修正第 14 条に
関して原意に従っていないことは、彼の立場を否定せず、憲法が明確な回答
を与えていない場合に、原意主義者であってもその解釈方法に盲目的に従わ
ないことを示している 361。

Ⅵ　道徳的議論と政策的議論

１　道徳的議論としてのカラーブラインドへの批判
1940 年代から 60 年代にかけて、リベラル派は人種分離撤廃のためにカラ

ーブラインドが有効な手段だと考えて、カラーブラインドを支持した（Ⅴ
８）。合衆国最高裁も、カラーブラインドは政治的に争いを生じさせる可能
性が高いラディカルな主張であるため、カラーブラインドの原則を確立しな
かった（Ⅳ２，５，Ⅴ８）。だが、1960 年代になると、カラーブラインドの
原則の確立が社会に受容されると判断し、異人種婚禁止法を違憲にする際に、
合衆国最高裁は反区分の考えを示すに至った（Ⅴ８）。

カラーブラインドの原則を主張し、確立する際に、リベラル派の法律家と
合衆国最高裁の裁判官に共通していたのは、修正第 14 条の目的は人種的従
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属の是正であり、カラーブラインドがその目的の達成に役立つという考えで
あった。彼らは、人種区分全般の禁止自体を目的とせず、あくまでもカラー
ブラインドは人種分離撤廃の達成に有用な見解にすぎないと考え、道徳的観
点からではなく政策的観点からカラーブラインドを支持した（Ⅳ４，５）。
AA に肯定的な学説では、カラーブラインドはマイノリティの不利な状況を
一定程度改善する場合もあり 362、ときとしてその目的を達成できるが、そ
れ自体が目的ではなく、人種的抑圧を是正できるか否かに関する政策的な議
論として考えるべきと主張された 363。

リベラル派が政策的観点からカラーブラインドを捉えたのに対し、AA の
否定派の裁判官は、人種区分全般が憲法上疑わしく、非常に例外的な場合を
除いて、人種区分は憲法上禁止されるとの立場を示した（Ⅴ４）。人種区分
全般がマイノリティに害悪を生じさせる懸念から、否定派の裁判官はカラー
ブラインドの原則を支持しており（Ⅵ２（１））、カラーブラインドを政策的
な観点から捉えているとも言える。だが、否定派の裁判官は事実上すべての
AA が憲法上禁止されるとの立場を示しており（Ⅴ４）、目的達成の手段で
はなく、それ自体を道徳的目的（人種区分は望ましくなく憲法上禁止される
べき）としてカラーブラインドを理解しているとも考えられる 364。

政策的主張は、カラーブラインドが社会目的の達成に効果的だと考え、道
徳的主張は、それによってつくり出された社会が客観的に良いものだと考え
る 365。だが、カラーブラインドの原則によって人種区分全般が禁止される
場合には、法に対して人種的に不均衡な状況を是正する権限が否定され 366、
現実に人種的従属が存在しても、それの是正のために AA による介入がで
きない 367。

カラーブラインド自体を目的として捉えると、人種が使用される文脈に関
係なく、政府は人種を考慮できず 368、マイノリティへの差別の歴史と不利
な状況を無視するとされる 369。結果として、人種的不均衡が維持され 370、
カラーブラインドに基づいて AA の禁止を要求することは、マイノリティ
を不利な状況に置く意図があり 371、マジョリティの優越性の持続と両立し
372、人種的特権の強化に繋がると批判される 373。人種的な「抑圧のサイクル
を壊す」には「カラーブラインド」以上のものが要求され 374、AA の必要性
が主張されており 375、AA を許容する合衆国裁判所の判決は、社会がカラー
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ブラインドを達成するまで、人種差別の影響を考慮する必要性を認識する
376。カラーブラインドを支持する見解では、マイノリティの地位向上は反差
別法により促進され、それは人種に関係なく画一的に適用されるべきである
ことから、マイノリティとマジョリティは平等な取扱を受けると想定する
377。だが、カラーブラインドは人種的不均衡の是正に役立たないことから、
カラーブラインドでは人種的正義は達成されず 378、カラーブラインドは人
種主義の是正への取組を避けており 379、人種主義の是正を標榜する「しる
し」にすぎないと批判される 380。カラーブラインドは、合衆国のあらゆる
領域への平等な行為者としてのマイノリティの参加を促す施策を脅かすため、
破壊的な法理論だとされる 381。道徳的主張（人種を意識するべきではない）
を反映した施策が人種的不均衡を強める場合には 382、その道徳的主張がマ
ジョリティに優位な既存の社会的配列を反映するのは明らかだとされる 383。
AA の支持者は、AA は人種的排除から生じた不均衡の縮減を意図し、憲法
上許されると解する 384。

２　政策的議論としてのカラーブラインドへの批判
（1）Affirmative Action 否定派の裁判官の見解

以上のように、AA に肯定的な見解は政策的議論としてカラーブラインド
を理解し、カラーブラインド自体を目的とすること（人種区分は使用すべき
でなく、憲法上禁止される）は人種的不均衡を是正しないため、道徳的主張
として捉える立場を批判する 385。これに対し、カラーブラインドを支持す
る立場からも人種的不均衡を懸念する主張が見られる。この主張では、人種
を意識せずに、社会経済的地位を考慮する階層に基づく AA が人種的不均
衡の是正に効果的だとされる 386。この主張によれば、マイノリティは不均
衡な割合で社会経済的に不利な状況に置かれており、階層に基づく AA は
不均衡な割合でマイノリティに利益を与え、人種的不均衡を是正する 387。
階層に基づく AA は人種区分を使用しないため、スティグマを生じさせな
いという認識に基づいて、人種に基づく AA に代わる施策として主張され
た 388。

AA の否定派の合衆国最高裁の裁判官は、優先を与える考慮要素として、
社会経済的な地位を認める 389。スカリア裁判官は、その論稿で、原理上及
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び事実上の理由から AA に反対するが「貧困者や不利な状況にある者への
多くのタイプの支援が AA と呼ばれる場合には反対せず、実際に、強く支
持する」と述べる 390。トマス裁判官は、その論稿で「いずれの優先の付与は、
人種やジェンダー、あるいはときとして真に不利な状況にあるということの
代用品にするには乏しい他の特性に基づくのではなく、人々の人生に不公正
に課されてきた障害と直接的に関連すべき」と述べる 391。トマス裁判官は、
自身の合衆国最高裁裁判官への任命の是非に関わる公聴会で、AA が人種に
関係なく、社会経済的に不利な状況にありながらも、一定水準の資格を持つ
者を利するならば、それを支持する旨を述べる 392。

レンキスト首席裁判官は、Gratz 判決で、優先の対象者を判断する際に社
会経済的状況が考慮されるという考えを明らかにする。レンキスト首席裁判
官法廷意見は典型的な厳格審査の下で学部の入学者選抜が密接に仕立てられ
ていないとして違憲とした。そして、同法廷意見は「[Bakke 判決で ] パウ
エル裁判官が描いた入学者選抜は、いずれのただ 1 つの特性が大学の多様性
への具体的に特定できる貢献を自動的に保障するとは考えていなかった」と
判示する 393。レンキスト首席裁判官は、人種は人々が持つ他の特性と関連
する文脈でのみ考慮されるとしている 394。

レンキスト首席裁判官は、Bakke 判決でパウエル裁判官が示した 2 人の
仮想の志願者に関心がある。即ち、成功を収めている黒人医師の子供であり、
優れた学業上の遂行を約束する志願者 A と、低学歴の親を持つが、自発性
や指導力を論証しており、ゲットーで育った黒人志願者 B である。レンキ
スト首席裁判官は、問題とされた入学者選抜が A と B の「異なる背景、経
験および特徴」を考慮せず、「それらの志願者が、自らがアフリカ系アメリ
カ人であることを理由に、A と B に 20 点を与えるにすぎない」との理由か
ら、「個別の選抜」をしていないとした 395。2 人の仮想の志願者は同じ人種
だが、親の学歴、親の職業の社会的地位、世帯の収入等で差があり、レンキ
スト首席裁判官は人種とともに考慮すべき要素が階層だと考える 396。

（2）Affirmative Action 肯定派の裁判官の見解

AA 否定派の裁判官はカラーブラインドが差別の是正に有用だと考え、人
種中立策によって人種的不均衡が是正されるため、階層に基づく AA を支
持している。だが、あらゆる収入のレベルで、白人の学力が黒人を上回って
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いるため 397、社会経済的に不利な状況にある者の中でも階層に基づく AA
の直接の受益者の多くは非マイノリティであり 398、マイノリティの不利な
状況は継続し、人種主義は終わらないと批判される 399。階層に基づく AA
はマイノリティには達しないことから 400、カラーブラインドは現実を無視
し 401、人種主義の影響を社会に残存させるため 402、人種的従属を是正でき
ないとされる 403。

AA を肯定する見解は、階層に基づく施策は人種に基づく AA と比べて人
種的不均衡を是正する度合いが低いことから、政策的議論としてカラーブラ
インドが適切でないと批判する 404。他方、AA の否定派は、階層の考慮では
人種的不均衡を是正する度合いが低いとしても、人種区分の使用は社会的分
断をもたらす危険性が高く、政策としてカラーブラインドが適切だと考えて
いるとも言える 405。両者の争いは、人種区分の使用がもたらす効果（人種
的不均衡の是正）と費用（社会的分断の危険）を勘案して、AA とカラーブ
ラインドのどちらが差別の是正に役立つのかに関する評価の違いにある 406。

Ⅶ　おわりに

カラーブラインドは人種差別の是正に大きな役割を果たしたことから、リ
ベラル派はカラーブラインドな社会の達成は合衆国の理想だと捉えた。だが、
AA の否定派は人種差別の是正への功績を強調し、カラーブラインドは不可
侵の原則だと捉え、AA を否定するために使用した（Ⅱ）。否定派は、AA
がスティグマを生じさせる危険があるため、カラーブラインドに抵触すると
考えた（Ⅲ２）。他方、肯定派は、即座のカラーブラインドの実施は人種的
不均衡を拡大し、人種的不平等を助長するため、それを是正して将来的にカ
ラーブラインドな社会を達成するのに、AA が必要だとした（Ⅲ１）。

Brown 判決はカラーブラインドの原則を援用し、違憲判断を下した。合
衆国最高裁の裁判官は、カラーブラインドについて、すべての人種区分を憲
法上禁止するとは理解せず、初等学校での人種分離がマイノリティに抑圧的
であり、有害な人種分離を憲法上禁止するものだと捉えた（Ⅳ１）。その判
決の射程は初等教育に限定さていたが、Brown 判決後、合衆国最高裁は公
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共施設の人種分離に次々と違憲判断を下し、大きな影響をもたらした（Ⅳ
３）。Brown 判決時、基本権に関わる限られた領域で人種分離は憲法上禁止
されており、Brown 判決は初等教育の重要性を強調し、それを基本権のレ
ベルに押し上げて、違憲判断を下した（Ⅳ４）。合衆国最高裁がカラーブラ
インドの原則の確立から距離をとった背景には、すべての人種分離をなくす
ことで生じる政治的反対を考慮してのことであった（Ⅳ５）。特に、南部で
は、カラーブラインドの原則の確立によって、異人種婚禁止法が違憲にされ
ることへの激しい懸念があり、合衆国最高裁はこれに配慮せざるを得なかっ
た（Ⅳ２）。1960 年代に異人種婚禁止法が違憲と判断されたときに、すべて
の人種区分の憲法上の禁止が理想であり、道徳的義務であるとの見解が登場
した（Ⅳ２）。一般的に、Brown 判決がカラーブラインドの原則を確立した
と言われるが、有害な人種分離を違憲にするにとどまり、その原則はまだ確
立されていなかった。

1970 年代には、カラーブラインドな社会の達成はリベラルから保守に至
るまで、合衆国の共通の理想になった（Ⅴ１，２）。AA は人種を意識してお
り、カラーブラインドに反する側面があり、AA の否定派は AA を拒否する
根拠としてカラーブラインドを使用し始めた（Ⅴ２，４）。他方、AA の肯定
派はカラーブラインドな社会の達成に AA が必要だとし、AA の合憲性をめ
ぐる争いにおいて、カラーブラインドの解釈が主な論点となった（Ⅴ３）。
カラーブラインドが合衆国最高裁に初めて登場したのは Plessy 判決ハーラ
ン裁判官反対意見であり、当該意見において、カラーブラインドは有害な人
種分離を禁止する意味にとどまっていた（Ⅴ５）。Brown 判決でも、カラー
ブラインドは有害な人種分離の禁止を意味していた（Ⅴ６）。否定派の裁判
官は AA や初等中等学校での人種統合に反対するために、すべての人種区
分を禁止するものとして Brown 判決を理解したが、異人種婚禁止法の廃止
への影響を懸念して（Ⅴ８）、合衆国最高裁はそのような理解は示していな
かった（Ⅴ７）。AA の否定派の裁判官の中でも、トマス裁判官とスカリア
裁判官は原意主義者として知られる（Ⅴ８）。彼らはカラーブラインドの原
則を用いて AA を批判したが、修正第 14 条の起草時にカラーブラインドの
考えは示されておらず、彼らもそれを認識し、AA を批判する際に修正第
14 条の起草時の議論に言及しない（Ⅴ８）。修正第 14 条の起草時の議論を
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見ると、当該条項の目的はマイノリティに有害な人種分離の禁止にある（Ⅴ
10）。トマス裁判官やスカリア裁判官の見解は修正第 14 条の原意に反すると
批判されるが、彼らは AA が有害な人種区分だと認識しており、原意に従
っていると考えることもできる（Ⅴ 11）。

AA の否定派と肯定派にとって、カラーブラインドな社会の達成は共通の
理想であり、その達成が道徳的義務だと捉えるとき、否定派は即座にカラー
ブラインドを実施すべきと考え、肯定派はカラーブラインドを長期の目標と
して捉え、それを達成するために AA が必要だと主張する（Ⅵ１）。カラー
ブラインドを政策的議論として捉えるとき、両者の争いは、人種区分の使用
がもたらす効果（人種的不均衡の是正）と費用（社会的分断の危険）を勘案
し、AA とカラーブラインドのどちらが差別の是正に役立つのかに関する評
価の違いにある（Ⅵ２）。カラーブラインドの達成が理想であることはほと
んどの合衆国市民の共通認識だが、合衆国は非常に流動的な国家であり、常
に新たな人種的不均衡が生じ、新しい社会的分断の危険に対処し続ける必要
がある。AA の肯定派がカラーブラインドを長期的な目標としても、AA に
よってその危険に対処し続けることになり、カラーブラインドの達成は中々
訪れない。否定派が即座にカラーブラインドを実施しようとする理由は、い
つまでも AA が実施され、カラーブラインドな社会という理想が達成され
ないことを認識しているところにあるとも考えられる。
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